
報告第3号 専決処分の承認を求めることについて「下妻市市税条例の一部改正につい
て」

報告第4号 専決処分の承認を求めることについて「下妻市国民健康保険税条例の一部
改正について」

議案第41号 下妻市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一
部改正について

議案第42号 旧本庁舎解体工事請負契約の締結について

議案第43号 令和６年度下妻市一般会計補正予算（第２号）について

議　　案　　目　　録
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報告第３号 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下妻市市税条

例の一部改正について別記のとおり専決処分したから、同条第３項の規定により報告し、

議会の承認を求める。 

 

　　　令和６年５月２０日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由 

地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）が令和６年３月３０日に公布

され、同年４月１日から施行されることに伴い、早急に下妻市市税条例の一部を改正する

必要が生じたが、議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自治法第１７９条第１

項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、その承認を求めるも

のである。
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裁決第３号 

 

専　決　処　分　書 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、議会を招集す

る時間的余裕がないと認め、次のとおり専決処分する。 

 

　　　令和６年３月３０日 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

　下妻市市税条例の一部を改正する条例（別記） 
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　下妻市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　この条例は、議会を招集する時間的余裕がないので、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により処分する。 

 

　　　令和６年３月３０日 

 

下妻市長　　　　　　　　　　　　　　　 
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下妻市条例第１６号 

　　　下妻市市税条例の一部を改正する条例 

　下妻市市税条例（平成１７年下妻市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

第５１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、

市民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

第５１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。 

第７１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当することが

明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める場合は、この限りでな

い。 

第７１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改める。 

第１３９条の３第２項中「によって」を「により」に改め、同項に次のただし書を加え

る。 

ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当す

ることが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、

この限りでない。 

第１３９条の３第３項中「によって」を「により」に改める。 

付則第５条の次に次の１条を加える。 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第５条の２　所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に規定する特例

損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）がある場合には、特例損失

金額（同条第４項に規定する災害関連支出がある場合には、第３項に規定する申告書の

提出の日の前日までに支出したものに限る。以下この項及び次項において「損失対象金

額」という。）について、令和５年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規

定する損失の金額として、この条例の規定を適用することができる。この場合において、

第３４条の２の規定により控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和７

年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民

税に係るこの条例の規定の適用については、当該損失対象金額が生じた年において生じ

なかったものとみなす。 
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２　前項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係る損失対象

金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８条の６第１項に規

定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定する資産について受けた損失の金額

（以下この項において「親族資産損失額」という。）があるときは、当該親族資産損失

額は、当該親族の令和７年度以後の年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属

する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損

失額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

３　第１項の規定は、令和６年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定による申告書

（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提出されたもの及

びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含む。）に第１項の規定

の適用を受けようとする旨の記載がある場合（これらの申告書にその記載がないことに

ついてやむを得ない理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、適用する。 

付則第６条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改める。 

付則第７条の４の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の５　令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項及び第５項に

規定するところにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特別税額控除額を、前年の

合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割の納税義務者（次条及び付則第７条の

７において「特別税額控除対象納税義務者」という。）の第３４条の３、第３４条の６

から第３４条の９まで、付則第５条第２項、付則第７条第１項、付則第７条の３の２第

１項、前条及び付則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２　前項の規定の適用がある場合における第３４条の７第２項、第４７条の５第１項及び

前条の規定の適用については、第３４条の７第２項及び前条中「附則第５条の６第２項」

とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５条の８第６項」と、第４７条の５第１項中

「課した」とあるのは「付則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課

すべき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合に

おける前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、付則第７条の５第１項の規定の適

用がないものとした場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６　令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知書に記載すべ
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き各納期の納付額については、第４１条の規定にかかわらず、次に定めるところによる。 

(1)　特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の

額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人

の市民税の額をいう。）、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の県民税の額（法附

則第５条の８第１項及び第２項の規定の適用がないものとした場合に算出される普通

徴収に係る個人の県民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額

（以下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。）

からその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及

び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額を控除した額（以下この項において「普通

徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の住民税の額を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未

満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは、その端

数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）

に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額

から控除した残額に相当する金額（以下この項において「第１期分金額」という。）

に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第４０条第１

項に規定する第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１項において「第１期納期」

という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそれぞれの納期においてはその者の

分割金額とする。 

(2)　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額

との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第

１期納期においてはないものとし、第４０条第１項に規定する第２期の納期（以下こ

の項及び次条第１項において「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分

金額とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額を控除した額とし、第４０条第１項に規定する第３期の納期（以下この項

において「第３期納期」という。）及び同条第１項に規定する第４期の納期（以下こ

の項において「第４期納期」という。）においてはその者の分割金額とする。 

(3)　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額が
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その者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上であり、かつ、その者の第

１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額に満たない場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期及び第２期納期において

はないものとし、第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に

２を乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額

控除額を控除した額とし、第４期納期においてはその者の分割金額とする。 

(4)　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額が

その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得た金額との合計額以上であ

る場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期、第２期納

期及び第３期納期においてはないものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収

に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林

環境税の額の合算額とする。 

２　令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４７条第１項の規定により普通徴収

の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同項の規定により普通徴収の

方法によって徴収する場合については、前項の規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例） 

第７条の７　令和６年度分の個人の市民税に限り、第４７条の２第１項の規定により特別

徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税（第３項にお

いて「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税」という。）の額及び同条第２項の規定

により普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の

額については、次に定めるところによる。 

(1)　特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の

額（付則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に算出される第４７条

の２第１項に規定する前年中の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額

（これと併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及び第５号において

同じ。）の合算額（以下この号及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均

等割額の合算額」という。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同じ。）

からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額（以下この

項及び第３項において「年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額」という。）

がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年
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金所得に係る個人の市民税の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の

額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額の２分の１に相当する額をい

う。以下この号において同じ。）を控除した額をいう。以下この号において同じ。）

を２で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の端数があるとき、又は当該金

額の全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた

金額。以下この項において「第２期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項にお

いて「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期及び第２期納期に

普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額

（以下この項において「普通徴収対象税額」という。）並びに第４７条の３に規定す

る特別徴収対象年金給付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年

金等に係る所得に係る個人の市民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収

対象税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第１期分金額からその者の

年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、

第２期納期においてはその者の第２期分金額に相当する税額、当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の特別税額控除前の特

別徴収に係る個人の市民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端

数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額又は

その全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」という。）に２を乗じ

て得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除し

た残額に相当する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に相当する

税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に

相当する税額とする。 

(2)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の第２

期分金額との合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第１期納期における税額はないものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金

額とその者の第２期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係

る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の１０

月１日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額に相当する税額、
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同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当す

る税額とする。 

(3)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合計額以上であり、かつ、そ

の者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計額に満

たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期

納期における税額はないものとし、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１

月３０日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその

者の１０月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額

控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの

間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(4)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びその者の１０月分金額の合計

額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０

月分金額及びその者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び

特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の

１０月１日から１１月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日

から翌年の１月３１日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分

金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額からその者の年金所得に

係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１

日から３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(5)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその

者の分割金額の合計額以上である場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額

は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌

年の１月３１日までの間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日

までの間においてはその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当す

る税額とする。 

２　前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、同条第

２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌
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年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金

給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「付則第７条の７第１項各号に規定す

る特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

３　令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の市民税の額（第

１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に定めるところによる。 

(1)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の

年金所得に係る個人の市民税の額から第４７条の５第１項に規定する年金所得に係る

仮特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号において同じ。）を３で除して得た

金額（当該金額に１００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未

満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において

「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収

に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項において「１

０月分金額」という。）に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日

の属する年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額

からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相

当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割

金額に相当する税額とする。 

(2)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１０月分金額とその者の分割

金額との合計額に満たない場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する

年の１０月１日から１１月３０日までの間における税額はないものとし、同年１２月

１日から翌年の１月３１日までの間においてはその者の１０月分金額とその者の分割

金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 

(3)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除

額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額以上である場合には、特別

徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日まで

の間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日までの間においては
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その者の第４７条の５第２項の規定により読み替えられた第４７条の２第１項に規定

する年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４　前項の規定の適用がある場合における第４７条の４の規定の適用については、同条第

２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌

年の３月３１日までの間における当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金

給付の支払の回数で除して得た額」とあるのは、「付則第７条の７第３項各号に規定す

る特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 

５　令和６年度分の個人の市民税につき第４７条の６第１項の規定の適用がある場合につ

いては、前各項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の８　令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３項及び第４項

に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度分特別税額控除額を、同条

第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者の第３４条の３、第３４条の６から第３

４条の９まで、付則第５条第２項、付則第７条第１項、付則第７条の３の２第１項、付

則第７条の４及び付則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

付則第８条第２項中「前条」を「付則第７条の４」に改め、同条第３項中「第３４条の

９第１項」の次に「、付則第７条の５第１項及び前条」を加え、「同項中」を「第３４条

の９第１項中」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、付則第７

条の５第１項中「前条及び」とあるのは「前条、付則第８条第２項及び」と、前条中「付

則第７条の４及び」とあるのは「付則第７条の４、次条第２項及び」とする」に改める。 

付則第１０条の２中第２１項を削り、第２０項を第２１項とし、同条第１９項中「附則

第１５条第２５項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第４号ハ」に改め、同項を同条第

２０項とし、同条第１８項中「附則第１５条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第２５

項第４号ロ」に改め、同項を同条第１９項とし、同条第１７項中「附則第１５条第２５項

第３号イ」を「附則第１５条第２５項第４号イ」に改め、同項を同条第１８項とし、同条

第１６項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改

め、同項を同条第１７項とし、同条第１５項中「附則第１５条第２５項第２号ロ」を「附

則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１４項中「附則

第１５条第２５項第２号イ」を「附則第１５条第２５項第３号イ」に改め、同項を同条第

１５項とし、同条第１３項の次に次の１項を加える。 
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１４　法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する市町村の条

例で定める割合は、７分の６とする。 

付則第１０条の２第２２項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条第３２項」に

改め、同条第２３項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」に改め、同

条中第２７項を第２８項とし、第２６項を第２７項とし、同条第２５項中「附則第１５条

第４３項」を「附則第１５条第４２項」に改め、同項を同条第２６項とし、同条第２４項

中「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同項を同条第２５項と

し、同条第２３項の次に次の１項を加える。 

２４　法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

付則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項中「附則第７条第１７項」

を「附則第７条第１８項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第１２項中「附則第７

条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号」に改め、同項を同条第１３項とし、同条

第１１項中「附則第７条第１１項各号」を「附則第７条第１２項各号」に改め、同項を同

条第１２項とし、同条第１０項中「附則第７条第１０項各号に規定する」を「附則第７条

第１１項各号に掲げる」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中「附則第７条第

９項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、同項を同条第１０項とし、同条第８項

中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号」に改め、同項を同条第９項とし、

同条中第３項から第７項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１項を加える。 

３　市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のうち区分所有に

係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、長期優良住宅の

普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）第５条第４項に規定する管理者等

から、法附則第１５条の７第３項に規定する期間内に施行規則附則第７条第４項に規定

する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又

は第２項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同

条第１項又は第２項の規定を適用することができる。 

付則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８

年度まで」に改める。 

付則第１１条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年度又は令和８

年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分」を「令和７年度分又は令

和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度適用土地又は令和４年度類似適用土地」
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を「令和７年度適用土地又は令和７年度類似適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８

年度分」に改める。 

付則第１２条の前の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令和４年度分の固定資産税にあっては、

１００分の２．５）」及び「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資

産税の課税標準額）」を削り、同条第２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」

を「令和６年度から令和８年度までの各年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「令和

３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

付則第１２条の２中「地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）附則第

１４条」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）附則第２１条」に、

「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

付則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８

年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８

年度まで」に改め、「。以下この項において同じ。」及び「（令和３年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を削る。 

付則第１５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年

度まで」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改め

る。 

付則第１６条の３第３項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第１６

条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第１６条の４第３項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第１６

条の４第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第１７条第３項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第１７
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条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第１８条第５項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第１８

条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第１９条第２項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第１９

条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第２０条第２項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第２０

条第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第２０条の２第２項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第２０

条の２第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第２０条の２第５項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第２０

条の２第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第２０条の３第２項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第２０

条の３第１項の規定による市民税の所得割の額」とする。 

付則第２０条の３第５項に次の１号を加える。 

(5)　付則第７条の５及び付則第７条の８の規定の適用については、付則第７条の５第１

項及び付則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「所得割の額並びに付則第２０

条の３第３項後段の規定による市民税の所得割の額」とする。 

　　　付　則 
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（施行期日） 

第１条　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条　別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の下妻市市税条例の規定中

固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令

和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

２　令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地方税法等の

一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧法」という。）附則第１５条第

２５項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税につい

ては、なお従前の例による。 

３　平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第１５条第３

２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保育施設の用に供する

固定資産に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

４　都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の施行の日か

ら令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第３９項に規定する滞

在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、な

お従前の例による。 
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下妻市市税条例新旧対照表 
 

現　　　行 改　　　正

 (市民税の減免) (市民税の減免)
 

第51条　略 第51条　略

 2　前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限

までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

                                                            
                                                          
                    

2　前項の規定により  市民税の減免を受けようとする者は、納期限

までに次に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする

事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければならない。

ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが

明らかであり、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合

は、この限りでない。

 (1)～(3)　略 (1)～(3)　略

 3　第1項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。

3　第1項の規定により  市民税の減免を受けた者は、その事由が消

滅した場合には      、直ちにその旨を市長に申告しなければな

らない。

 (固定資産税の減免) (固定資産税の減免)
 

第71条　略 第71条　略

 2　前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納

期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受け

ようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。                                                
                                                          
                                                    

2　前項の規定により  固定資産税の減免を受けようとする者は、納

期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受け

ようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各

号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、固定資産税

を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。

 (1)～(5)　略 (1)～(5)　略

 3　第1項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、その事由 3　第1項の規定により  固定資産税の減免を受けた者は、その事由
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現 行 改 正

 
が消滅した場合においては、直ちにその旨を市長に申告しなけれ

ばならない。

が消滅した場合には      、直ちにその旨を市長に申告しなけれ

ばならない。

 (特別土地保有税の減免) (特別土地保有税の減免)
 

第139条の3　略 第139条の3　略

 2　前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者

は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。                                          
                                                          
                                                          
            

2　前項の規定により  特別土地保有税の減免を受けようとする者

は、納期限までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免

を受けようとする事由を証明する書類を添付して市長に提出しな

ければならない。ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得す

る土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、か

つ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この

限りでない。

 (1)～(3)　略 (1)～(3)　略

 3　第1項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は、その

事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければ

ならない。

3　第1項の規定により  特別土地保有税の減免を受けた者は、その

事由が消滅した場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければ

ならない。

 
付　則 付　則

 (令和6年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例) 
第5条の2　所得割の納税義務者の選択により、法附則第4条の4第4
項に規定する特例損失金額(以下この項において「特例損失金額」

という。)がある場合には、特例損失金額(同条第4項に規定する災

害関連支出がある場合には、第3項に規定する申告書の提出の日の

前日までに支出したものに限る。以下この項及び次項において「損

失対象金額」という。)について、令和5年において生じた法第31

-18-



現 行 改 正

 4条の2第1項第1号に規定する損失の金額として、この条例の規定

を適用することができる。この場合において、第34条の2の規定に

より控除された金額に係る当該損失対象金額は、その者の令和7
年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の末日の属する

年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用について

は、当該損失対象金額が生じた年において生じなかったものとみ

なす。 
2　前項前段の場合において、第34条の2の規定により控除された金

額に係る損失対象金額のうちに同項の規定の適用を受けた者と生

計を一にする令第48条の6第1項に規定する親族の有する法附則第

4条の4第4項に規定する資産について受けた損失の金額(以下この

項において「親族資産損失額」という。)があるときは、当該親族

資産損失額は、当該親族の令和7年度以後の年度分で当該親族資産

損失額が生じた年の末日の属する年度の翌年度分の市民税に係る

この条例の規定の適用については、当該親族資産損失額が生じた

年において生じなかったものとみなす。 
3　第1項の規定は、令和6年度分の第36条の2第1項又は第4項の規定

による申告書(その提出期限後において市民税の納税通知書が送

達される時までに提出されたもの及びその時までに提出された第

36条の3第1項の確定申告書を含む。)に第1項の規定の適用を受け

ようとする旨の記載がある場合(これらの申告書にその記載がな

いことについてやむを得ない理由があると市長が認める場合を含

む。)に限り、適用する。
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現 行 改 正

 (特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例) (特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例)
 

第6条　平成30年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第4条の4第3項の規定に該当する場合における第3
4条の2の規定による控除については、その者の選択により、同条

中「同条第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を除く。)」と、「ま

で」とあるのは「まで並びに法附則第4条の4第3項の規定により読

み替えて適用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用することができる。

第6条　平成30年度から令和9年度までの各年度分の個人の市民税

に限り、法附則第4条の5第3項の規定に該当する場合における第3
4条の2の規定による控除については、その者の選択により、同条

中「同条第1項」とあるのは「同条第1項(第2号を除く。)」と、「ま

で」とあるのは「まで並びに法附則第4条の5第3項の規定により読

み替えて適用される法第314条の2第1項(第2号に係る部分に限

る。)」として、同条の規定を適用することができる。

 (令和6年度分の個人の市民税の特別税額控除) 
第7条の5　令和6年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の8第4
項及び第5項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令

和6年度分特別税額控除額を、前年の合計所得金額が1,805万円以

下である所得割の納税義務者(次条及び付則第7条の7において「特

別税額控除対象納税義務者」という。)の第34条の3、第34条の6
から第34条の9まで、付則第5条第2項、付則第7条第1項、付則第7
条の3の2第1項、前条及び付則第9条の2の規定を適用した場合の

所得割の額から控除する。 
2　前項の規定の適用がある場合における第34条の7第2項、第47条
の5第1項及び前条の規定の適用については、第34条の7第2項及び

前条中「附則第5条の6第2項」とあるのは「附則第5条の6第2項及

び第5条の8第6項」と、第47条の5第1項中「課した」とあるのは

「付則第7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合に課す

べき」と、「の前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がな

-20-



現 行 改 正

 
いものとした場合における前々年中」と、「、前々年中」とある

のは「、付則第7条の5第1項の規定の適用がないものとした場合に

おける前々年中」とする。

 (令和6年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例) 
第7条の6　令和6年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税

通知書に記載すべき各納期の納付額については、第41条の規定に

かかわらず、次に定めるところによる。 
(1)　特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に

係る個人の市民税の額(前条第1項の規定の適用がないものとし

た場合に算出される普通徴収に係る個人の市民税の額をい

う。)、特別税額控除前の普通徴収に係る個人の県民税の額(法附

則第5条の8第1項及び第2項の規定の適用がないものとした場合

に算出される普通徴収に係る個人の県民税の額をいう。)及び普

通徴収に係る森林環境税の額の合算額(以下この号において「特

別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額」という。)か
らその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る

個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額

を控除した額(以下この項において「普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額」という。)がその者の特別税額控除前の普

通徴収に係る個人の住民税の額を4で除して得た金額(当該金額

に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が1,000
円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた

金額。以下この項において「分割金額」という。)に3を乗じて
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現 行 改 正

 
得た金額をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住

民税の額から控除した残額に相当する金額(以下この項におい

て「第1期分金額」という。)に満たない場合には、当該納税通

知書に記載すべき各納期の納付額は、第40条第1項に規定する第

1期の納期(以下この項、次項及び次条第1項において「第1期納

期」という。)においてはその者の第1期分金額からその者の普

通徴収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額と

し、その他のそれぞれの納期においてはその者の分割金額とす

る。 
(2)　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係

る特別税額控除額がその者の第1期分金額以上であり、かつ、そ

の者の第1期分金額とその者の分割金額との合計額に満たない

場合には、当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第1
期納期においてはないものとし、第40条第1項に規定する第2期
の納期(以下この項及び次条第1項において「第2期納期」とい

う。)においてはその者の第1期分金額とその者の分割金額との

合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、第40条第1項に規定する第3期の納期(以
下この項において「第3期納期」という。)及び同条第1項に規定

する第4期の納期(以下この項において「第4期納期」という。)
においてはその者の分割金額とする。 

(3)　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係

る特別税額控除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額
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現 行 改 正

 
との合計額以上であり、かつ、その者の第1期分金額とその者の

分割金額に2を乗じて得た金額との合計額に満たない場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第1期納期及び

第2期納期においてはないものとし、第3期納期においてはその

者の第1期分金額とその者の分割金額に2を乗じて得た金額との

合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係る特別税額控

除額を控除した額とし、第4期納期においてはその者の分割金額

とする。 
(4)　特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係

る特別税額控除額がその者の第1期分金額とその者の分割金額

に2を乗じて得た金額との合計額以上である場合には、当該納税

通知書に記載すべき各納期の納付額は、第1期納期、第2期納期

及び第3期納期においてはないものとし、第4期納期においては

その者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収に係る個

人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額と

する。 
2　令和6年度分の個人の市民税(第1期納期から第47条第1項の規定

により普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除

く。)を同項の規定により普通徴収の方法によって徴収する場合に

ついては、前項の規定は、適用しない。

 (令和6年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関す

る特例) 
第7条の7　令和6年度分の個人の市民税に限り、第47条の2第1項の
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現 行 改 正

 
規定により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る

所得に係る個人の市民税(第3項において「年金所得に係る特別徴

収の個人の市民税」という。)の額及び同条第2項の規定により普

通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る個

人の市民税の額については、次に定めるところによる。 
(1)　特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に

係る個人の市民税の額(付則第7条の5第1項の規定の適用がない

ものとした場合に算出される第47条の2第1項に規定する前年中

の公的年金等に係る所得に係る所得割額及び均等割額(これと

併せて賦課徴収を行う森林環境税額を含む。以下この号及び第5
号において同じ。)の合算額(以下この号及び第5号において「年

金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額」という。)をいう。

以下この号及び第3項第1号において同じ。)からその者の年金所

得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控除した額(以下こ

の項及び第3項において「年金所得に係る個人の市民税に係る特

別税額控除額」という。)がその者の特別税額控除前の普通徴収

に係る個人の市民税の額(特別税額控除前の年金所得に係る個

人の市民税の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額(特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額

の2分の1に相当する額をいう。以下この号において同じ。)を控

除した額をいう。以下この号において同じ。)を2で除して得た

金額(当該金額に1,000円未満の端数があるとき、又は当該金額

の全額が1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額
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現 行 改 正

 
を切り捨てた金額。以下この項において「第2期分金額」という。)
をその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個人の市民税の額

から控除した残額に相当する金額(以下この項において「第1期
分金額」という。)に満たない場合には、第1期納期及び第2期納

期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得

に係る個人の市民税の額(以下この項において「普通徴収対象税

額」という。)並びに第47条の3に規定する特別徴収対象年金給

付の支払をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年

金等に係る所得に係る個人の市民税の額(以下この項及び第3項
において「特別徴収対象税額」という。)は、第1期納期におい

てはその者の第1期分金額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、

第2期納期においてはその者の第2期分金額に相当する税額、当

該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日までの間にお

いてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税

の額を3で除して得た金額(当該金額に100円未満の端数がある

とき、又は当該金額の全額が100円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分

割金額」という。)に2を乗じて得た金額をその者の特別税額控

除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相

当する金額(以下この項において「10月分金額」という。)に相

当する税額、同年12月1日から翌年の3月31日までの間において

はその者の分割金額に相当する税額とする。 
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 (2)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の第1期分金額以上であり、か

つ、その者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額に

満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第1期納期における税額はないものとし、第2期納期においては

その者の第1期分金額とその者の第2期分金額との合計額からそ

の者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控

除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属する年の10月1
日から11月30日までの間においてはその者の10月分金額に相

当する税額、同年12月1日から翌年の3月31日までの間において

はその者の分割金額に相当する税額とする。 
(3)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の第1期分金額とその者の第2期
分金額との合計額以上であり、かつ、その者の第1期分金額、そ

の者の第2期分金額及びその者の10月分金額の合計額に満たな

い場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1
期納期及び第2期納期における税額はないものとし、当該年度の

初日の属する年の10月1日から11月30日までの間においてはそ

の者の第1期分金額、その者の第2期分金額及びその者の10月分

金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年12月1日か

ら翌年の3月31日までの間においてはその者の分割金額に相当

する税額とする。 
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 (4)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期
分金額及びその者の10月分金額の合計額以上であり、かつ、そ

の者の第1期分金額、その者の第2期分金額、その者の10月分金

額及びその者の分割金額の合計額に満たない場合には、普通徴

収対象税額及び特別徴収対象税額は、第1期納期及び第2期納期

並びに当該年度の初日の属する年の10月1日から11月30日まで

の間における税額はないものとし、同年12月1日から翌年の1月3
1日までの間においてはその者の第1期分金額、その者の第2期分

金額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額から

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を

控除した残額に相当する税額、同年2月1日から3月31日までの間

においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 
(5)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の第1期分金額、その者の第2期
分金額、その者の10月分金額及びその者の分割金額の合計額以

上である場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、

第1期納期及び第2期納期並びに当該年度の初日の属する年の10
月1日から翌年の1月31日までの間における税額はないものと

し、同年2月1日から3月31日までの間においてはその者の年金所

得に係る所得割額及び均等割額の合算額に相当する税額とす

る。 
2　前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用
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については、同条第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年

度の初日の属する年の10月1日から翌年の3月31日までの間にお

ける当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の

支払の回数で除して得た額」とあるのは、「付則第7条の7第1項各

号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 
3　令和6年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の

個人の市民税の額(第1項の規定の適用があるものを除く。)につい

ては、次に定めるところによる。 
(1)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に

係る個人の市民税の額(特別税額控除前の年金所得に係る個人

の市民税の額から第47条の5第1項に規定する年金所得に係る仮

特別徴収税額を控除した額をいう。以下この号において同じ。)
を3で除して得た金額(当該金額に100円未満の端数があるとき、

又は当該金額の全額が100円未満であるときは、その端数金額又

はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」

という。)に2を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特

別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金

額(以下この項において「10月分金額」という。)に満たない場

合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の10
月1日から11月30日までの間においてはその者の10月分金額か

らその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額

を控除した残額に相当する税額、同年12月1日から翌年の3月31
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日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額とす

る。 
(2)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の10月分金額以上であり、かつ、

その者の10月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない

場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の1
0月1日から11月30日までの間における税額はないものとし、同

年12月1日から翌年の1月31日までの間においてはその者の10
月分金額とその者の分割金額との合計額からその者の年金所得

に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相

当する税額、同年2月1日から3月31日までの間においてはその者

の分割金額に相当する税額とする。 
(3)　特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税

に係る特別税額控除額がその者の10月分金額とその者の分割金

額との合計額以上である場合には、特別徴収対象税額は、当該

年度の初日の属する年の10月1日から翌年の1月31日までの間

における税額はないものとし、同年2月1日から3月31日までの間

においてはその者の第47条の5第2項の規定により読み替えられ

た第47条の2第1項に規定する年金所得に係る特別徴収税額に相

当する税額とする。 
4　前項の規定の適用がある場合における第47条の4の規定の適用

については、同条第2項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年

度の初日の属する年の10月1日から翌年の3月31日までの間にお
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ける当該特別徴収対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の

支払の回数で除して得た額」とあるのは、「付則第7条の7第3項各

号に規定する特別徴収の方法によって徴収すべき額」とする。 
5　令和6年度分の個人の市民税につき第47条の6第1項の規定の適

用がある場合については、前各項の規定は、適用しない。

 (令和7年度分の個人の市民税の特別税額控除) 
第7条の8　令和7年度分の個人の市民税に限り、法附則第5条の12第

3項及び第4項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令

和7年度分特別税額控除額を、同条第3項に規定する特別税額控除

対象納税義務者の第34条の3、第34条の6から第34条の9まで、付

則第5条第2項、付則第7条第1項、付則第7条の3の2第1項、付則第

7条の4及び付則第9条の2の規定を適用した場合の所得割の額から

控除する。

 (肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例) (肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例)
 

第8条　略 第8条　略

 2　前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第5
項に規定する場合において、第36条の2第1項の規定による申告書

に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2号に規定す

る事業所得の明細に関する事項の記載があるときは、その者の前

年の総所得金額に係る市民税の所得割の額は、第33条から第34条
の3まで、第34条の6から第34条の8まで、付則第7条第1項、付則

第7条の3第1項、付則第7条の3の2第1項及び前条        の規定

にかかわらず、法附則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とす

2　前項に規定する各年度分の個人の市民税に限り、法附則第6条第5
項に規定する場合において、第36条の2第1項の規定による申告書

に肉用牛の売却に係る租税特別措置法第25条第2項第2号に規定す

る事業所得の明細に関する事項の記載があるときは、その者の前

年の総所得金額に係る市民税の所得割の額は、第33条から第34条
の3まで、第34条の6から第34条の8まで、付則第7条第1項、付則

第7条の3第1項、付則第7条の3の2第1項及び付則第7条の4の規定

にかかわらず、法附則第6条第5項各号に掲げる金額の合計額とす
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ることができる。 ることができる。

 3　前項の規定の適用がある場合における第34条の9第1項        
                   の規定の適用については、同項中         
「前3条」とあるのは、「前3条並びに付則第8条第2項」とする  
                                                          
                                                          
                          。

3　前項の規定の適用がある場合における第34条の9第1項、付則第7
条の5第1項及び前条の規定の適用については、第34条の9第1項中

「前3条」とあるのは  「前3条並びに付則第8条第2項」と、付則

第7条の5第1項中「前条及び」とあるのは「前条、付則第8条第2
項及び」と、前条中「付則第7条の4及び」とあるのは「付則第7
条の4、次条第2項及び」とする。

 (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合) (法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割合)
 

第10条の2　略 第10条の2　略

 2～13　略 2～13　略

 14　法附則第15条第25項第2号に規定する設備について同号に規定

する市町村の条例で定める割合は、7分の6とする。

 14　法附則第15条第25項第2号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

15　法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

 15　法附則第15条第25項第2号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

16　法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

 16　法附則第15条第25項第2号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

17　法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、4分の3とする。

 17　法附則第15条第25項第3号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

18　法附則第15条第25項第4号イに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

 18　法附則第15条第25項第3号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

19　法附則第15条第25項第4号ロに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

-31-



現 行 改 正

 19　法附則第15条第25項第3号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

20　法附則第15条第25項第4号ハに規定する設備について同号に規

定する市町村の条例で定める割合は、2分の1とする。

 20　略 21　略

 21　法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は、

2分の1とする。

 22　法附則第15条第33項に規定する市町村の条例で定める割合は、

3分の2とする。

22　法附則第15条第32項に規定する市町村の条例で定める割合は、

3分の2とする。

 23　法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、

3分の2とする。

23　法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、

3分の2とする。

 24　法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、

2分の1とする。

 24　法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は、

3分の1とする。

25　法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は、

3分の1とする。

 25　法附則第15条第43項に規定する市町村の条例で定める割合は、

4分の3とする。

26　法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は、

4分の3とする。

 26・27　略 27・28　略

 (新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよう

とする者がすべき申告)
(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けよう

とする者がすべき申告)
 

第10条の3　略 第10条の3　略

 2　略 2　略

 3　市長は、法附則第15条の7第1項又は第2項の認定長期優良住宅の

うち区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなか
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った場合においても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律(平
成20年法律第87号)第5条第4項に規定する管理者等から、法附則第

15条の7第3項に規定する期間内に施行規則附則第7条第4項に規

定する書類の提出がされ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附

則第15条の7第1項又は第2項に規定する要件に該当すると認めら

れるときは、前項の規定にかかわらず、同条第1項又は第2項の規

定を適用することができる。

 3～7　略 4～8　略

 8　法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅又は同条第5項
の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、同条第4項に規定する居住安全改修工事が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第7条第8項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。

9　法附則第15条の9第4項の高齢者等居住改修住宅又は同条第5項
の高齢者等居住改修専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、同条第4項に規定する居住安全改修工事が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規

則附則第7条第9項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけ

ればならない。

 (1)～(7)　略 (1)～(7)　略

 9 　法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10
項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第7条第9項各号 に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。

10　法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅又は同条第10
項の熱損失防止改修等専有部分について、これらの規定の適用を

受けようとする者は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に

施行規則附則第7条第10項各号に掲げる書類を添付して市長に提

出しなければならない。

 (1)～(6)　略 (1)～(6)　略

 10　法附則第15条の9の2第1項に規定する特定耐震基準適合住宅に 11　法附則第15条の9の2第1項に規定する特定耐震基準適合住宅に
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ついて、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震

基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から3月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第10項各号に規

定する書類を添付して市長に提出しなければならない。

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該特定耐震

基準適合住宅に係る耐震改修が完了した日から3月以内に、次に掲

げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7条第11項各号に掲

げる  書類を添付して市長に提出しなければならない。

 (1)～(6)　略 (1)～(6)　略

 11　法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅又は同条第5項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分

について、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第1
5条の9第9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から3
月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7
条第11項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。

12　法附則第15条の9の2第4項に規定する特定熱損失防止改修等住

宅又は同条第5項に規定する特定熱損失防止改修等住宅専有部分

について、これらの規定の適用を受けようとする者は、法附則第1
5条の9第9項に規定する熱損失防止改修工事等が完了した日から3
月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第7
条第12項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければなら

ない。

 (1)～(6)　略 (1)～(6)　略

 12　法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区

分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする

者は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第7条第16項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。

13　法附則第15条の9の3第1項に規定する特定マンションに係る区

分所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする

者は、当該特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した

日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附

則第7条第17項各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなけれ

ばならない。

 (1)～(5)　略 (1)～(5)　略

 13　法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る

耐震改修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した

14　法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋について、同項の

規定の適用を受けようとする者は、当該耐震基準適合家屋に係る

耐震改修が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載した
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申告書に施行規則附則第7条第17項に規定する補助に係る補助金

確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7
年法律第123号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写

し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基

準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければな

らない。

申告書に施行規則附則第7条第18項に規定する補助に係る補助金

確定通知書の写し、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7
年法律第123号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告の写

し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第19項に規定する基

準を満たすことを証する書類を添付して市長に提出しなければな

らない。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　施行規則附則第7条第17項に規定する補助の算定の基礎とな

った当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用

(5)　施行規則附則第7条第18項に規定する補助の算定の基礎とな

った当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修に要した費用

 (6)　略 (6)　略

 14　略 15　略

 (土地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の

固定資産税の特例に関する用語の意義)
(土地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の

固定資産税の特例に関する用語の意義)
 

第11条　略 第11条　略

 (令和4年度又は令和5年度における土地の価格の特例) (令和7年度又は令和8年度における土地の価格の特例)
 

第11条の2　市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利

用価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、

市長が土地の修正前の価格(法附則第17条の2第1項に規定する修

正前の価格をいう。)を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合にお

ける当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の

規定にかかわらず、令和4年度分又は令和5年度分の固定資産税に

第11条の2　市の区域内の自然的及び社会的条件からみて類似の利

用価値を有すると認められる地域において地価が下落し、かつ、

市長が土地の修正前の価格(法附則第17条の2第1項に規定する修

正前の価格をいう。)を当該年度分の固定資産税の課税標準とする

ことが固定資産税の課税上著しく均衡を失すると認める場合にお

ける当該土地に対して課する固定資産税の課税標準は、第61条の

規定にかかわらず、令和7年度分又は令和8年度分の固定資産税に
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限り、当該土地の修正価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正

価格をいう。)で土地課税台帳等に登録されたものとする。

限り、当該土地の修正価格(法附則第17条の2第1項に規定する修正

価格をいう。)で土地課税台帳等に登録されたものとする。

 2　法附則第17条の2第2項に規定する令和4年度適用土地又は令和4
年度類似適用土地であって、令和5年度分の固定資産税について前

項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度

分の固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正

された価格(法附則第17条の2第2項に規定する修正された価格を

いう。)で土地課税台帳等に登録されたものとする。

2　法附則第17条の2第2項に規定する令和7年度適用土地又は令和7
年度類似適用土地であって、令和8年度分の固定資産税について前

項の規定の適用を受けないこととなるものに対して課する同年度

分の固定資産税の課税標準は、第61条の規定にかかわらず、修正

された価格(法附則第17条の2第2項に規定する修正された価格を

いう。)で土地課税台帳等に登録されたものとする。

 (宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分

の固定資産税の特例)
(宅地等に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分

の固定資産税の特例)
 

第12条　宅地等に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の

固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この

条において同じ。)に100分の5(商業地等に係る令和4年度分の固定

資産税にあっては、100分の2.5)を乗じて得た額を加算した額(令和

3年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標

準額)(当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条
の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得

第12条　宅地等に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の

固定資産税の額は、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税額

が、当該宅地等の当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産

税の課税標準となるべき価格(当該宅地等が当該年度分の固定資

産税について法第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た額。以下この

条において同じ。)に100分の5                               
                              を乗じて得た額を加算した額  
                                                          
      (当該宅地等が当該年度分の固定資産税について法第349条
の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける宅

地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得
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た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額(以下「宅地等調整固

定資産税額」という。)を超える場合には、当該宅地等調整固定資

産税額とする。

た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準と

なるべき額とした場合における固定資産税額(以下「宅地等調整固

定資産税額」という。)を超える場合には、当該宅地等調整固定資

産税額とする。

 2　前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和4年度分及び令和

5年度分           の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第1
5条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。

2　前項の規定の適用を受ける商業地等に係る令和6年度から令和8
年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税

の課税標準となるべき価格に10分の6を乗じて得た額(当該商業地

等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第1
5条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地等であるとき

は、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業

地等に係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税額を超える場合には、同項の規定にか

かわらず、当該固定資産税額とする。

 3　第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和4年度分及び令和

5年度分           の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第15条
から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわ

3　第1項の規定の適用を受ける宅地等に係る令和6年度から令和8
年度までの各年度分の宅地等調整固定資産税額は、当該宅地等調

整固定資産税額が、当該宅地等に係る当該年度分の固定資産税の

課税標準となるべき価格に10分の2を乗じて得た額(当該宅地等が

当該年度分の固定資産税について法第349条の3又は附則第15条
から第15条の3までの規定の適用を受ける宅地等であるときは、当

該額にこれらの規定に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合

における固定資産税額に満たない場合には、同項の規定にかかわ
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らず、当該固定資産税額とする。 らず、当該固定資産税額とする。

 4　商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.
7以下のものに係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3
又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額(以下「商業地等据置固定資産税額」という。)とする。

4　商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.6以上0.
7以下のものに係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固

定資産税の額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等の当該

年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産税の課税標準額

(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349条の3
又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける商業地

等であるときは、前年度分の固定資産税の課税標準額にこれらの

規定に定める率を乗じて得た額)を当該商業地等に係る当該年度

分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合における固定

資産税額(以下「商業地等据置固定資産税額」という。)とする。

 5　商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超え

るものに係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて

得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349
条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合における固定資産税額(以下「商業地

等調整固定資産税額」という。)とする。

5　商業地等のうち当該商業地等の当該年度の負担水準が0.7を超え

るものに係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固定資産

税の額は、第1項の規定にかかわらず、当該商業地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格に10分の7を乗じて

得た額(当該商業地等が当該年度分の固定資産税について法第349
条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受ける

商業地等であるときは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じ

て得た額)を当該商業地等に係る当該年度分の固定資産税の課税

標準となるべき額とした場合における固定資産税額(以下「商業地

等調整固定資産税額」という。)とする。

 
第12条の2　地方税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第7号)
附則第14条の規定に基づき、令和3年度から令和5年度までの各年

第12条の2　地方税法等の一部を改正する法律(令和6年法律第4号)
附則第21条の規定に基づき、令和6年度から令和8年度までの各年
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度分の固定資産税については、法附則第18条の3の規定を適用しな

いこととする。

度分の固定資産税については、法附則第18条の3の規定を適用しな

いこととする。

 (農地に対して課する令和3年度から令和5年度までの各年度分の

固定資産税の特例)
(農地に対して課する令和6年度から令和8年度までの各年度分の

固定資産税の特例)
 

第13条　農地に係る令和3年度から令和5年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税が、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額。以下この項において同じ。)に、当該農地の当

該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額(令和3年度分の固定資産税

にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額)を当該農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額(以下「農地調整固定資産税額」という。)を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。

第13条　農地に係る令和6年度から令和8年度までの各年度分の固

定資産税の額は、当該農地に係る当該年度分の固定資産税が、当

該農地に係る当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定資産

税の課税標準額(当該農地が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3又は附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける農地であるときは、当該課税標準額にこれらの規定に定める

率を乗じて得た額                          )に、当該農地の当

該年度の次の表の左欄に掲げる負担水準の区分に応じ、同表の右

欄に掲げる負担調整率を乗じて得た額                        
                                            を当該農地に係

る当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき額とした場合に

おける固定資産税額(以下「農地調整固定資産税額」という。)を超

える場合には、当該農地調整固定資産税額とする。

 

 (特別土地保有税の課税の特例) (特別土地保有税の課税の特例)
 

第15条　付則第12条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地

等(付則第11条第2号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の

3、第349条の3の2又は附則第15条から第15条の3までの規定の適

用がある宅地等を除く。)に対して課する令和3年度から令和5年度

第15条　付則第12条第1項から第5項までの規定の適用がある宅地

等(付則第11条第2号に掲げる宅地等をいうものとし、法第349条の

3、第349条の3の2又は附則第15条から第15条の3までの規定の適

用がある宅地等を除く。)に対して課する令和6年度から令和8年度

 略  略
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現 行 改 正

 
までの各年度分の特別土地保有税については、第137条第1号及び

第140条の5中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る付則第12条第1
項から第5項までに規定する課税標準となるべき額」とする。

までの各年度分の特別土地保有税については、第137条第1号及び

第140条の5中「当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき価

格」とあるのは、「当該年度分の固定資産税に係る付則第12条第1
項から第5項までに規定する課税標準となるべき額」とする。

 2　法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平

成18年1月1日から令和6年3月31日までの間にされたものに対し

て課する特別土地保有税については、第137条第2号中「不動産取

得税の課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課

税標準となるべき価格(法附則第11条の5第1項の規定の適用がな

いものとした場合における課税標準となるべき価格をいう。)に2
分の1を乗じて得た額」とし、「令第54条の38第1項に規定する価

格」とあるのは「令第54条の38第1項に規定する価格(法附則第11
条の5第1項の規定の適用がないものとした場合における価格をい

う。)に2分の1を乗じて得た額」とする。

2　法附則第11条の5第1項に規定する宅地評価土地の取得のうち平

成18年1月1日から令和9年3月31日までの間にされたものに対し

て課する特別土地保有税については、第137条第2号中「不動産取

得税の課税標準となるべき価格」とあるのは「不動産取得税の課

税標準となるべき価格(法附則第11条の5第1項の規定の適用がな

いものとした場合における課税標準となるべき価格をいう。)に2
分の1を乗じて得た額」とし、「令第54条の38第1項に規定する価

格」とあるのは「令第54条の38第1項に規定する価格(法附則第11
条の5第1項の規定の適用がないものとした場合における価格をい

う。)に2分の1を乗じて得た額」とする。

 3～5　略 3～5　略

 (上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例) (上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課税の特例)
 

第16条の3　略 第16条の3　略

 2　略 2　略

 3　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、
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現 行 改 正

 
「所得割の額並びに付則第16条の3第1項の規定による市民税の

所得割の額」とする。

 (土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例) (土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民税の課税の特例)
 

第16条の4　略 第16条の4　略

 2　略 2　略

 3　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第16条の4第1項の規定による市民税の

所得割の額」とする。

 4　略 4　略

 (長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) (長期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例)
 

第17条　略 第17条　略

 2　略 2　略

 3　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 3　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第17条第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

 (短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例) (短期譲渡所得に係る個人の市民税の課税の特例)
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現 行 改 正

 
第18条　略 第18条　略

 2～4　略 2～4　略

 5　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 5　第1項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第18条第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

 (一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例) (一般株式等に係る譲渡所得等に係る個人の市民税の課税の特例)
 

第19条　略 第19条　略

 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第19条第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

 (先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例) (先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例)
 

第20条　略 第20条　略

 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、
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現 行 改 正

 
「所得割の額並びに付則第20条第1項の規定による市民税の所

得割の額」とする。

 (特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税

の特例)
(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の市民税の課税

の特例)
 

第20条の2　略 第20条の2　略

 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第20条の2第1項の規定による市民税の

所得割の額」とする。

 3・4　略 3・4　略

 5　第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。

5　第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第20条の2第3項後段の規定による市民

税の所得割の額」とする。

 (条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税

の特例)
(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税

の特例)
 

第20条の3　略 第20条の3　略
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 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。 2　前項の規定の適用がある場合には、次に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第20条の3第1項の規定による市民税の

所得割の額」とする。

 3・4　略 3・4　略

 5　第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。

5　第3項後段の規定の適用がある場合には、次に定めるところによ

る。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略

 (5)　付則第7条の5及び付則第7条の8の規定の適用については、付

則第7条の5第1項及び付則第7条の8中「所得割の額」とあるのは、

「所得割の額並びに付則第20条の3第3項後段の規定による市民

税の所得割の額」とする。

 6　略 6　略
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報告第４号 

 

　　　専決処分の承認を求めることについて 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、下妻市国民健

康保険税条例の一部改正について別記のとおり専決処分したから、同条第３項の規定によ

り報告し、議会の承認を求める。 

 

　　　令和６年５月２０日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告理由 

地方税法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第１３６号）が令和６年３月３０

日に公布され、同年４月１日から施行されることに伴い、早急に下妻市国民健康保険税条

例の一部を改正する必要が生じたが、議会を招集する時間的余裕がなかったため、地方自

治法第１７９条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

その承認を求めるものである。
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裁決第４号 

 

専　決　処　分　書 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、議会を招集す

る時間的余裕がないと認め、次のとおり専決処分する。 

 

　　　令和６年３月３０日 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

　下妻市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（別記） 
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　下妻市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　この条例は、議会を招集する時間的余裕がないので、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１７９条第１項の規定により処分する。 

 

　　　令和６年３月３０日 

 

下妻市長　　　　　　　　　　　　　　　 
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下妻市条例第１７号 

　　　下妻市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

　下妻市国民健康保険税条例（昭和４１年下妻市条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

第２３条第１項中「２２万円」を「２４万円」に改め、同項第２号中「２９万円」を「２

９万５，０００円」に改め、同項第３号中「５３万５，０００円」を「５４万５，０００

円」に改め、同条第３項第１号中「出産の日」の次に「。以下同じ。」を加える。 

第２４条の３第１項第１号中「個人番号」の次に「（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定

する個人番号をいう。以下同じ。）」を加える。 

　　　付　則 

（施行期日） 

１　この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２　この条例による改正後の下妻市国民健康保険税条例の規定は、令和６年度以後の年度

分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 
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下妻市国民健康保険税条例新旧対照表 
 

現　　　行 改　　　正

 (課税額) (課税額)
 

第2条　略 第2条　略
 2　略 2　略
 3　第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の

世帯主を除く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所
得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が22万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額
は、22万円とする。

3　第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の
世帯主を除く。)及びその世帯に属する被保険者につき算定した所
得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算

額が24万円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額
は、24万円とする。

 4　略 4　略
 (国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額)
 

第23条　次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者
に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課
税額からアに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が6
5万円を超える場合には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支
援金等課税額からイに掲げる額を減額して得た額(当該減額して
得た額が22万円を超える場合には、22万円)及び同条第4項本文の
介護納付金課税額からウに掲げる額を減額して得た額(当該減額
して得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算額とする。

第23条　次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者
に対して課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課
税額からアに掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が6
5万円を超える場合には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支
援金等課税額からイに掲げる額を減額して得た額(当該減額して
得た額が24万円を超える場合には、24万円)及び同条第4項本文の
介護納付金課税額からウに掲げる額を減額して得た額(当該減額
して得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算額とする。

 (1)　略 (1)　略
 (2)　法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額

の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

(2)　法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等
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現 行 改 正

 
の数が2以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数
から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に
被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき29万円     を加算
した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者
を除く。)

の数が2以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数
から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に
被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき29万5,000円を加算
した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該当する者
を除く。)

 
ア　国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人に
ついて　1万8,500円

ア　国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等

割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人に
ついて　1万8,500円

 
イ　国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯
主を除く。)1人について　4,500円

イ　国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯
主を除く。)1人について　4,500円

 
ウ　介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額　介護納

付金課税被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人
について　5,500円

ウ　介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額　介護納

付金課税被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人
について　5,500円

 (3)　法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数
から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に
被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき53万5,000円を加算
した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者
を除く。)

(3)　法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額
の合算額が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健
康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等

の数が2以上の場合にあっては、43万円に当該給与所得者等の数
から1を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に
被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき54万5,000円を加算
した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前2号に該当する者
を除く。)

 
ア　国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等 ア　国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等
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現 行 改 正

 
割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人に
ついて　7,400円

割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人に
ついて　7,400円

 
イ　国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯
主を除く。)1人について　1,800円

イ　国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額

の被保険者均等割額　被保険者(第1条第2項に規定する世帯
主を除く。)1人について　1,800円

 
ウ　介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額　介護納

付金課税被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人
について　2,200円

ウ　介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額　介護納

付金課税被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。)1人
について　2,200円

 2　略 2　略
 3　国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の

89第4項に規定する出産被保険者(以下「出産被保険者」という。)
が属する場合における当該納税義務者に対して課する所得割額及

び被保険者均等割額(第1項に規定する金額を減額するものとした
場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額)は、当該所得割
額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額して得た
額が、第2条第2項ただし書、同条第3項ただし書及び同条第4項た
だし書に定める額を超える場合には、当該額)とする。

3　国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第56条の
89第4項に規定する出産被保険者(以下「出産被保険者」という。)
が属する場合における当該納税義務者に対して課する所得割額及

び被保険者均等割額(第1項に規定する金額を減額するものとした
場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額)は、当該所得割
額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額(当該減額して得た
額が、第2条第2項ただし書、同条第3項ただし書及び同条第4項た
だし書に定める額を超える場合には、当該額)とする。

 (1)　国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額　
当該出産被保険者につき第3条の規定により算定した所得割額
の12分の1の額に、当該出産被保険者の出産の予定日(地方税法
施行規則第24条の30の5に定める場合には、出産の日         
    )の属する月(以下「出産予定月」という。)の前月(多胎妊娠

(1)　国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額　
当該出産被保険者につき第3条の規定により算定した所得割額
の12分の1の額に、当該出産被保険者の出産の予定日(地方税法
施行規則第24条の30の5に定める場合には、出産の日。以下同
じ。)の属する月(以下「出産予定月」という。)の前月(多胎妊娠
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現 行 改 正

 
の場合には、3月前)から出産予定月の翌々月までの期間(以下「産
前産後期間」という。)のうち当該年度に属する月数を乗じて得
た額

の場合には、3月前)から出産予定月の翌々月までの期間(以下「産
前産後期間」という。)のうち当該年度に属する月数を乗じて得
た額

 (2)～(6)　略 (2)～(6)　略
 (出産被保険者に係る届出) (出産被保険者に係る届出)
 

第24条の3　国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に
属する場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出し

なければならない。

第24条の3　国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に
属する場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出し

なければならない。

 (1)　納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号          
                                                        
                                                        
            

(1)　納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号(行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

(平成25年法律第27号)第2条第5項に規定する個人番号をいう。
以下同じ。)

 (2)～(5)　略 (2)～(5)　略
 2～4　略 2～4　略
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議案第４１号 

 

　　　下妻市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正について 

 

　下妻市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

 

　　　令和６年５月２０日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号）において、情報連携について定める別表第２を廃止する改正が行われ、当

該事項が主務省令で規定されることに伴い、引用条文の整理を行う必要があることから、

条例の一部を改正するものである。 
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下妻市条例第　　号 

　　　下妻市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例 

　下妻市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年下妻市条例第２３号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「第１９条第１０号」を「第１９条第１１号」に改める。 

第２条に次の２号を加える。 

(5)　特定個人番号利用事務　法第１９条第８号に規定する特定個人番号利用事務をい

う。 

(6)　利用特定個人情報　法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報をいう。 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改

め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に、

「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に改め、同項ただし書中

「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

第５条第１項中「第１９条第１０号」を「第１９条第１１号」に改める。 

　　　付　則 

　この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から施行する。 
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下妻市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 
新旧対照表 

 
現　　　行 改　　　正

 (趣旨) (趣旨)
 

第1条　この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号。以下「法」とい
う。)第9条第2項の規定に基づく個人番号の利用及び法第19条第1
0号の規定に基づく特定個人情報の提供に関し必要な事項を定め
るものとする。

第1条　この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号。以下「法」とい
う。)第9条第2項の規定に基づく個人番号の利用及び法第19条第1
1号の規定に基づく特定個人情報の提供に関し必要な事項を定め
るものとする。

 (定義) (定義)
 

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各
号に定めるところによる。

第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各
号に定めるところによる。

 (1)～(4)　略 (1)～(4)　略
 (5)　特定個人番号利用事務　法第19条第8号に規定する特定個人

番号利用事務をいう。

 (6)　利用特定個人情報　法第19条第8号に規定する利用特定個人
情報をいう。

 (個人番号の利用範囲) (個人番号の利用範囲)
 

第4条　法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げ
る機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第2の左欄に掲げる機
関が次項の規定により行う同表の中欄に掲げる事務及び市の執行

機関が第3項の規定により行う法別表第2の第2欄に掲げる事務と
する。

第4条　法第9条第2項の条例で定める事務は、別表第1の左欄に掲げ
る機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第2の左欄に掲げる機
関が次項の規定により行う同表の中欄に掲げる事務及び市の執行

機関が第3項の規定により行う特定個人番号利用事務        と
する。

 2　略 2　略
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現 行 改 正

 3　市の執行機関は、法別表第2の第2欄に掲げる事務を処理するため
に必要な限度で同表の第4欄に掲げる特定個人情報であって自ら
が保有するものを利用することができる。ただし、法の規定によ

り、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用

事務実施者から当該特定個人情報    の提供を受けることができ
る場合は、この限りでない。

3　市の執行機関は、特定個人番号利用事務        を処理するため
に必要な限度で利用特定個人情報               であって自ら
が保有するものを利用することができる。ただし、法の規定によ

り、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利用

事務実施者から当該利用特定個人情報の提供を受けることができ

る場合は、この限りでない。

 4　略 4　略
 (特定個人情報の提供) (特定個人情報の提供)
 

第5条　法第19条第10号の条例で定める特定個人情報を提供するこ
とができる場合は、別表第3の第1欄に掲げる機関が、同表の第3
欄に掲げる機関に対し、同表の第2欄に掲げる事務を処理するため
に必要な同表の第4欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合
において、同表の第3欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供す
るときとする。

第5条　法第19条第11号の条例で定める特定個人情報を提供するこ
とができる場合は、別表第3の第1欄に掲げる機関が、同表の第3
欄に掲げる機関に対し、同表の第2欄に掲げる事務を処理するため
に必要な同表の第4欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合
において、同表の第3欄に掲げる機関が当該特定個人情報を提供す
るときとする。

 2　略 2　略
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議案第４２号 

 

旧本庁舎解体工事請負契約の締結について 

 

　下妻市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例（昭和３９年

下妻市条例第５号）第２条の規定により、下記のとおり契約を締結することについて、議

会の議決を求める。 

 

令和６年５月２０日提出 

 

下妻市長　　菊　池　　　博　　 

 

記 

 

１　契約の目的　　旧本庁舎解体工事 

２　契約の方法　　条件付一般競争入札による契約 

３　契 約 金 額　　金２１０，１００，０００円 

４　契約の相手方　　塚田・下妻・大宝特定建設工事共同企業体 

　　　　　　　　　　共同企業体の代表者 

　　　　　　　　　　　下妻市比毛２９番地 

塚田建材株式会社 

　　　　　　　　　　　代表取締役　塚田　隆 

５　工　　　　期　　契約成立日の翌日から令和７年３月１５日まで 

 

 

 

 

提案理由 

　旧本庁舎解体工事請負契約の締結について、下妻市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得または処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を求めるものである。
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令和 ６ 年度

下妻市補正予算書

一 般 会 計
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議案第４３号

　　　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第２号）

　令和６年度下妻市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３７５，８２４千円を追加し、歳入歳出

　予算の総額を歳入歳出それぞれ１９，４００，１９８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

　算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　　令和６年５月２０日　提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　下妻市長　　菊　池　　博

一般
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第 補
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正

54,784

歳

19. 繰 越 金 3

　

00,644 33,0

入

00 333,644
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歳 入 合 計 19,024,3

１

74 375,824 19,400,198

歳　出 （

（

単位 千円）

款 項 補正

単

前の額 補 正 額 計

位

2. 総 務 費 3

 

,166,200 19

千

5,610 3,361

円

,810

）

2. 徴 税 費 333,

表

款

269 195,610

項

528,879

補

3. 民 生 費 6

正

,846,556 14

前

7,214 6,993

の

,770

額

1. 社 会 福 祉 費 3,

補

687,367 147

正

,214 3,834,

額
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3. 中 学 校 費 205,312 33,000 238,312

歳 出 合 計 19,024

1

,374 375,82

4

4 19,400,19

入

.

8

国 庫 支 出 金 2,78

歳

2,462 342,8

出

24 3,125,28

予

6

2.

算

国 庫 補 助 金 611,9
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下 妻
出

30.5

補

2. 地 方 譲 与 税 25

正

0,800 250,8

予

00 1.3

算

3. 利 子 割 交 付 金

事

2,135 2,135

項

0.0

別

4. 配 当 割 交 付 金 26

明

,662 26,662

細

0.1

市
書

5. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

（

交 付 金 31,303 3

第

1,303 0.2

２

6. 法 人 事

号

業 税 交 付 金 115,7

）

00 115,700 0

1

.6

7

.

. 地 方 消 費 税 交 付 金 1

総

,070,000 1,

　

070,000 5.5

一

括

8. 環

（

境 性 能 割 交 付 金 33,

歳

000 33,000 0

　

.2

9

入

. 地 方 特 例 交 付 金 10

）

3,093 103,0

（

93 0.5

単

10. 地 方 交 付 税

位

2,800,000 2

 

,800,000 14

般

千

.4

1

円

1. 交 通 安 全 対 策 特 別

）

交 付 金 2,977 2,977 0.0

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 68,290 68,290 0.3

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 110,764 110,76

会

4 0.6

款

14. 国 庫 支 出 金 2

補

,782,462 34

正

2,824 3,125

前

,286 16.1

の

15. 県 支

額

出 金 1,461,30

補

9 1,461,309

正

7.5

額

16. 財 産 収 入 13,

計

計

012 13,012 0

 

.1

1

割

7. 寄 附 金 1,000

 

,001 1,000,

合

001 5.2

(

18. 繰 入 金 1

％

,641,930 1,

)

641,930 8.5

一

19.

般

繰 越 金 300,644

歳

33,000 333,644 1.7

20. 諸 収 入 536,571 536,571 2.8

21. 市 債 755,200 755,200 3.9

1

歳 入 合 計 19,

.

024,374 375

入

市

,824 19,400

税

,198 100.0

5,918,52

歳

1 5,918,521
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（歳 円

2 190,702 1.

）

0

2. 総 務 費 3,166,200 195,610 3,361,810 17.3 195,610

3. 民 生 費 6,846,556 147,214 6

　

,993,770 36.0 147,214

4. 衛 生 費 1,324,238 1,324,238 6.8

5. 労 働 費 29,611 29,611 0.

補

2

出

正

6. 農 業 費 8

額

83,061 883,

の

061 4.6

財

7

源

. 商 工 費 364,48

内

7 364,487 1.

訳

9

款

8. 土 木 費 1

補

,688,737 1,

正

688,737 8.7

）

前 の

9. 消 防 費 74

額

5,907 745,9

補

07 3.8

正

10

額

. 教 育 費 1,994,

計

555 33,000 2

 

,027,555 10

割

.4 33,000

 

（

合

11. 災 害 復 旧 費 5

(

5 0.0

％

12.

)

公 債 費 1,760,3

特

15 1,760,31

定

5 9.1

財

13.

源

予 備 費 30,000 3

一

0,000 0.2

般

単

財

歳 出 合 計 19,

源

024,374 375

国

,824 19,400

県

,198 100.0 3

支

42,824 33,0

出

00

金 地 方 債

位

そ の 他

一般

 

1

千

. 議 会 費 190,70
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89,486 1. 総務管理費補助金 342,824 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（給付金

・定額減税

2

一体支援枠分）増

. 歳

計 61

　

1,960 342,8

入

24 954,784

（款

（款）19.繰越金 （

）

項） 1.繰越金

1

1. 繰 越

4

金 300,644 33

.

,000 333,64

国

4 1. 前 年 度 繰 越 金 3

庫

3,000 前年度繰越

支

金増

出

国庫補助金・繰

金

越金

（項） 2.国庫補助金
（単位 千円）

節

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額

1. 総 務 費 国 庫 補 助 金 246,662 342,824 5
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6 低所得者子育て世帯加算給付金事業 3,700

総 務 費 19 扶助費 3,700

2

4. 共 済 費

.

266 低所得者子育て

賦

世帯加算給付金増

課 費 8

07 新たな

2

低所得世帯支援給付金

,

事業 143,514

67

8. 旅 費 86 1 報

2

酬 1,648

195

会計年度任用職

,

員報酬

610

徴税費・社会福祉費

278,282 195,610 1. 報 酬 1,634 02 定額減税調整給付金事業 195,610

1 報酬 1,634

3

3. 職員

.

手当等 2,860 会計

歳

年度任用職員報酬

　出

（

3 職員手当

款

等 2,860

）

4

2

. 共 済 費 266 時間外

.

勤務手当

総務費

4 共済費 266

（項

8. 旅 費 100 社会

）

保険料 153

2.徴

雇用保険料 25

税費

10. 需 用 費 6

（

85 共済組合負担金（

単

短期） 88

位 千

8 旅費 100

円）

11. 役 務 費 4,4

補

62 会計年度任用職員

正

費用弁償（通勤費）

額 の 財

10 需用

源

費 685

内

12.

　

委 託 料 14,740 消

訳

耗品費 355

節

目 補

印刷製本費 33

正

0

前

19. 扶 助 費

の

170,863 11 役

額

務費 4,462

補 正

郵便料 2,730

額 計

電信電話料 500

特 定

振込手数料 1,2

財

32

源

12 委託料

説

14,740

明

コ

一

ールセンター業務委託

般

料 10,450

財源

システム改修委託料 2

区

,860

分

電算委

金

託料 1,430

額

国

19 扶助費 170,8

県

63

支

調整給付金

出金 地

計 333,269 19

方

5,610 528,8

債

79 195,610

そ の

（款） 3.

他

民生費 （項） 1.社会福祉費

1. 社 会 福 祉 695,558 147,214 842,772 147,214 1. 報 酬 1,648 0
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10. 需 用 費 402 4 共済費 266

社会保険料 153

11. 役 務 費 621 雇用保険料 25

（

共済組合負担金（短

款

期） 88

）

12.

3

委 託 料 491 8 旅費 8

.

6

民生

会計

費

年度任用職員費用弁償

（

（通勤費）

項

19

）

. 扶 助 費 143,70

1

0 10 需用費 402

.社

消耗品費 310

会福

印刷製本費 92

祉費

11 役務費 621

（単

郵便料 458

位 

手数料 163

千円

12 委託料 491

）

補

事務用機器保守点

正

検委託料 51

額

シ

の

ステム構築委託料 44

財

0

源

19 扶助費 1

内

40,000

　

低

訳

所得世帯支援給付金 8

節

0,000

目

住民

補

税均等割のみ課税世帯

正

支援給付金 60,00

前

0

の額

計 3,687,36

補

7 147,214 3,

正

834,581 147

額

,214

計 特

（款）10.教育費 （

定

項） 3.中学校費

財 源

1. 学校管理費 18

説

3,307 33,00

明

0 216,307 33

一

,000 14. 工事請

般

負費 33,000 02

財

学校施設管理経費 33

源

,000

区

14 工

分

事請負費 33,000

金 額

東部中学校体育

国

館屋根復旧工事

県支

計 20

出

5,312 33,00

金

0 238,312 33

地

,000

社会福祉費・

方

中学校費

債 そ の 他
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（ 費

分 職員数（人） 共 済 費

明

合 計
報 酬 給 料 職 員 手 当

細

計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

書

( 257)
補 正 後 48

給

5,488 1,123

与

,009 770,50

費

2 2,378,999 484,336 2,863,335 169,110
294

( 255

１

)
補 正 前 482,206 1,123,009 767,642 2,372,857 483,804 2,856,661 169,110

294

2)(
比 較 3,282 0 2,860 6,142 532 6,674 0

0

（ ）内は、短

）

時間勤務職員外書き

（単位 千円）

管 理 職 員
区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当 住 居 手 当 日 直 手 当

特別勤務手当

職員手

補

当の内訳 補 正 後 14,

1

497 31,900 6

.

3,599 340,0

一

02 287,326 1

般

8,679 48 12,

職

987 1,464

補 正

(

前 14,497 31,

1

900 60,739 3

)

40,002 287,

総

326 18,679 4

正

　

8 12,987 1,4

括

64

比 較 0 0 2,86

（

0 0 0 0 0 0 0

単位 千円）

 

予

          

算

    給　　　　　

給

　　　　　　　　　　

与

与 　    費 備 考
区

-68-



ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　備考　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

イ　会計年度任用職員 （単位　千円）

（単位　千円）

　備考　（　　　　）内は、短時間勤務職員外書き

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 （単位　千円）

給 与 費 備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

（　　　3　　　）

294
（　　  3  　　）

294
（　　　0　　　）

0

 管  理  職  員

特別勤務手当

補 正 後 14,497 0 31,900 63,599 251,742 212,640 18,679 48 12,987 1,464 

補 正 前 14,497 0 31,900 60,739 251,742 212,640 18,679 48 12,987 1,464 

比 較 0 0 0 2,860 0 0 0 0 0 0 

給 与 費 備 考

報 酬 給 料 職 員 手 当 計 （ 退 職 手 当 負 担 金 ）

（　　254　　）

（　　252　　）

（　    2    　）

 管  理  職  員

特別勤務手当

本 年 度 88,260 74,686 

前 年 度 88,260 74,686 

比 較 0 0 

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 給与改定に伴う増減分 給料の改定率       %

昇給に伴う増加分 平均昇給率       %

その他の増減分

職 員 手 当 2,860 制度改正に伴う増減分

その他の増減分 2,860

区 分 職 員 数 （ 人 ） 共 済 費 合 計

補 正 後 1,123,009 607,556 1,730,565 364,690 2,095,255 169,110 

補 正 前 1,123,009 604,696 1,727,705 364,690 2,092,395 169,110 

比 較 0 2,860 2,860 0 2,860 0 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当

区 分 職 員 数 （ 人 ） 共 済 費 合 計

補 正 後 485,488 162,946 648,434 119,646 768,080 

補 正 前 482,206 162,946 645,152 119,114 764,266 

比 較 3,282 0 3,282 532 3,814 

職 員 手 当 の 内 訳

区 分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特 殊 勤 務 手 当 住 居 手 当 日 直 手 当

給与費
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